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体文協労組は北海道労働委員会へ 

不当労働行為救済申立を申請！ 

（平成２２年度道委不第１９号事件） 
財団法人北海道体育文化協会（以下、「法人」という）は、団体交渉における組合からの中止要請

も聞き入れず、就業規則に定めがなく、社会通念上合理的と判断されない理由をもって、９月１日付

職位降格人事の発令を強行しました。体文協労組（以下、「組合」という）は、９月１３日付で北海

道労働委員会へ不当労働行為救済申立を申請しました。（平成２２年度道委不第１９号事件）今後は 
労動委員会における審査・調査・審問が行われ、法人の不当労働行為が明らかにされていきます。 

【体文協労組結成経過】 

４月２７日、聞き取り調査として梶原専務及び水上理事は高圧的な態度で鈴木・菅に長時間質問を

繰り返し、また素行調査を実施しているとの情報も確認されました。かかる調査は、鈴木・菅の処分

を目的とした行為で、札幌東労働基準監督署への残業手当不支給の是正申立への意趣返しの感も強く、

公的立場の強い事業所としては恥ずべき行為であると考えました。 

そして、この考えはぜひとも是正すべきであり、また体文協内に現在放置されている梶原専務及び

水上理事による強権的かつ恣意的人事管理を是正して、速やかに健全な事業体を形成することが重要

であると考え、体文協労組を２０１０年５月１日に結成しました。 

【法人の意図的な不当労働行為】 

 これまで４回開催された団体交渉において、組合は「降格人事は通常懲戒規定または評価規定に該

当する事項があり、その事項を原因として降格する規定が設定されているのが社会常識であるとし、

理事長の人事権とはいえ、社会常識を逸脱することは合理的ではない」と主張してきました。 

しかし法人は「根拠となる規定や就業規則に定めもないが、人事全ては理事長の裁量権の範囲内で

あり、理事長の意思が全てに優る」と主張し、組合の指摘に対して十分な説明もできないことを考え

方の相違であるとの理論にすり替え、自らの不合理な主張を繰り返すばかりです。 

また、法人は、鈴木の降格理由を１３項目、菅の降格理由を６項目列挙しています。この理由は本

来、法人が事実を現任した時点で本人へ確認し懲戒規定に付すべき内容です。しかしながら、法人は

全ての項目に対して事実を現任したかどうかも不明であり、情報の大半は伝聞です。また本人に対し

ても事実確認をしておらず、注意・指導・懲戒の手続きも行っていません。 

したがって、組合の指摘は社会通念上誰でも理解しうる内容であり、当然法人担当者にも十分理解

できるものと判断されます。こうした組合の指摘を無視して降格人事を強行に発令する行為は、まさ

に不当労働行為であり、許されるものではありません。 

 


